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人口減少下における社会資本整備のあり方

～生産性革命による経済成長と
国民生活の安全・安心の確保へ～

石井臨時議員提出資料

平成２８年４月２５日（月）


Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism



サマリー

（１） 我が国は人口減少社会を迎えているが、働き手の減少を上回る

生産性向上により、経済成長の実現が可能。

（２）	 また、大地震が多発するなど脆弱な国土構造を持つ我が国に
おいては、安全・安心の確保は、あらゆる国民生活や経済活動の

基盤であり、社会資本の本来機能。

（３）	 このため、人流・物流の抜本改善など「生産性革命」により経済
成長を支え、国民の安全・安心を確保する、ストック効果の高い社会

資本の戦略的な整備が必要。

こうした社会資本整備の計画的な推進のため、安定的・持続的な

公共投資を確保することが不可欠。



ピンポイント渋滞対策

i-Construction

モーダルコネクトの強化

すいている時の走行時間

約８０億時間
混雑で余計にかかる時間

約５０億時間

基準所要時間 損失時間

○ 渋滞損失は移動時間の約４割
（年間約５０億人時間、約２８０万人分の労働力に匹敵） 

○ 全プロセスでICTを活用し、大幅に生産性向上。新基
準を策定し、今年度より国の大規模土工は原則ICTを
全面適用。（熊本地震の応急復旧でも活躍） 

○ 国土交通省では、本年を「生産性革命元年」とし、省を挙げて生産性革命プロジェクトを推進。 
○ ピンポイント渋滞対策、モーダルコネクトの強化など「社会のベース」の生産性向上で人流・物流を
効率化。これらを支える産業も、i-Constructionにより生産性を大幅に向上。

ピンポイント渋滞対策

１．効率的な人流・物流を実現する「社会のベース」の生産性向上 

i-Construction

１
→1人あたり生産性の約５割向上を目指す。 

○ 輸送モード間の接続強化により、移動時間を短縮。

モーダルコネクトの強化

分散していた19カ所の“高速バス
乗降場”を集約し、乗換時間を短縮

アクセス道路への重点支援等により、高速道路と
空港･港湾等との輸送モード間の接続性を強化

＜バスタ新宿＞

【物流】

【118施設】 空港：会社管理空港、国管理空港、特定地方管理空港、ジェット空港
港湾：国際戦略港湾、国際拠点港湾、重要港湾（離島を除く）

測量 施工 検査

【人流】

新宿駅南口

高速バスターミナル JR駅ビル

【物流】
【ＩＣからの所要時間】

【50施設】

接続性を強化

空港

港湾

工事

約１２％
その他
約５％

インター
チェンジ

約１０％

接続道路からの渋滞など

約２６％
事故

約２０％

※ＮＥＸＣＯ３社（平成25年（2013年）1月～12月）

サグ部及び上り坂
約２８％

■高速道路渋滞の発生要因

約４割

損失時間
混雑で余計にかかる時間
約５０億人・時間

基準所要時間
すいている時の走行時間
約８０億人・時間

一人あたり約４０時間

一人あたり約１００時間

実容量の低下箇所をデータにより
特定し、ピンポイントで是正

［ピンポイント対策］

○東名高速 大和トンネル付近

上下線の大和トンネル付近において、
上り坂・サグ部等の対策を実施。

付加車線 約4km

海老名JCT
海老名SA

（仮）綾瀬スマートIC
（事業中）

綾瀬BS 横浜町田IC大和ＴＮ 大和BS

至

名
古
屋

付加車線
約0.5km

付加車線 約5km

至

東
京

関係機関や地元の合意を得ながら、
対策を検討・実施

［ネットワーク整備］
［事例］
〇中国道 宝塚付近 
⇒ 新名神の整備（Ｈ２８）
（高槻ＪＣＴ～神戸ＪＣＴ）

［効果例］
〇浜松いなさＪＣＴ～豊田東ＪＣＴの開
通により、

・現東名の渋滞が月２４回⇒ゼロ

・労働生産性が約６％向上



＜平成30年まで＞

コンパクト・プラス・ネットワーク

クルーズ
センター

i-Shipping

クルーズ船需要の取込み

空港の機能強化

○ クルーズ船需要の取込みや空港の機能強化により、「観光先進国」の実現に寄与。 
○ コンパクト・プラス･ネットワークを進め、密度の経済で都市の生産性を向上。 
○ i-Shippingにより海事産業の生産性を向上させ、地域雇用を拡大。

２．地域の底力を高める「社会のベース」の生産性向上 

①既存ストックの活用

防舷材、係船柱の整備により
大型クルーズ船に対応

桟橋等の整備により
岸壁延長不足に対応

②民間活力の活用

民間事業者による旅客施設の整備
を促進（無利子貸付制度の創設）

旅客施設

オ
ア
シ
ス

→「訪日クルーズ旅客を 2020年に 500万人」を目指し、クルーズ船寄港の
「お断りゼロ」、世界に誇る国際クルーズの拠点形成等の施策を実施

○ 既存ストック（貨物岸壁等）と民間活力を最大限に活用し、
スピード感を持ってクルーズ船の受入環境を整備。

「観光先進国」の実現に寄与 

クルーズ船需要の取込み

○ 都市のコンパクト化・公共交通の利便性向上により、
サービス産業の生産性が大幅に向上。

コンパクト・プラス・ネットワーク

■人口 30万人都市の場合、
ホームヘルパーの１人
当たりのサービス提供量

が４割増加 ※

①モデル都市の形成・横展開 ②スマート・プランニング推進 

→立地適正化計画を作成する市町村数 150（ 2020年）を目指す。

1.4倍

ホームヘルパーの
人手不足を緩和

ホームヘルパー派遣可能回数（回／日）

※富山市資料を基に
国土交通省試算 

２ 

○ 全フェーズで ICTを取り入れ、造船業の生産性を50％
向上。省エネ・故障ゼロの運航を目指す。 

i-Shipping 

生産自動化

保守整備指示

分析（陸上）

機器状態データ

事前検知で故障なし 

→日本造船の世界シェア上昇（ 20％ →30％）、地元雇用の
１万人拡大を達成し、造船の輸出拡大と地方創生を図る。

○ 地方空港ゲートウェイ機能強化
（国際線着陸料の軽減、コンセッションの推進、 LCCの就航促進） 

○ 首都圏空港の機能強化
（羽田の飛行経路見直し等による容量の拡大）

空港の機能強化 

→2020年までに羽田・成田両空港の年間合計発着枠約８万回拡大
を目指す。



防災・減災対策

 
 
 
 
 

    

科学的な道路交通安全対策

→今年度から全国
約100エリアを
皮切りに対策を
実施。

○ 人命を守り、社会経済活動の継続性を確保するため、住宅・インフラ等の耐震化は喫緊の課題。
○ 大規模災害や激甚化する気象災害に対し、ソフト対策と組み合わせた戦略的なハード整備が急務。
○ 世界一安全な道路交通を実現するため、急所を事前に特定する科学的な道路交通安全対策へ転換。

防災・減災対策

３．国民生活や経済活動の基盤となる安全・安心の確保

［これまで］ 
☓：交通事故発生地点 分析エリア

幹線道路

ゾーン 30

急ブレーキ、 30km/h超
過が連続している区間 

☓：急減速発生地点 
☓：交通事故発生地点 

30 km/h超過割合 
40 %未満 
60 %未満 
80 %未満 
80 %以上 

■事故発生箇所に対する

対症療法型対策 

■速度超過、
急ブレーキ多発、
抜け道等の

急所を事前に特定

出典） OECD/ITF(2014)Road Safety Annual Report 2014

【人口 10万人あたり交通事故死者数の比較】

自動車
乗車中

歩行中・
自転車乗車中 

■ 歩行者・自転車乗車中は G7で最下位 ○ 重要なインフラの耐震化

ビッグデータ
の分析

［今後］

科学的な道路交通安全対策

３使用ﾃﾞｰﾀ） ETC2.0ﾌﾟﾛｰﾌﾞﾃﾞｰﾀ： H27.4～7交通事故ﾃﾞｰﾀ（静岡県警 HPより）： H26.1～12

熊本空港では、滑走路 *及び管制塔 **等に大きな被害
はなく、地震発生直後から 24時間運用し、救難業務に
従事する航空機の利用や支援物資輸送が可能に。 
*平成 25年度の耐震性照査で十分な耐震性を確認。 **平成 18年供用。

＜空港＞ ＜道路＞ 

○ 首都圏外郭放水路（平成 18年6月全区間通水）

●春日部市産業指定区域内の企業の立地状況

・首都圏外郭放水路の整備により、
春日部市の水害リスクが低下。

・首都圏から近く、国道が交差
する地の利を活かした企業
誘致が可能に。

資料）国土交通省

資料）国土交通省

資料）水害統計、埼玉県公表資料より国土交通省作成

●最大 24時間降水量（越谷観測所）

【首都圏外郭放水路等の整備効果（平成 27年 9月関東・東北豪雨）】

資料）国土交通省 
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件 首都圏外郭放水路
部分通水 首都圏外郭放水路

完全通水 

29件

橋梁の耐震補強（国道３号 跨線部）
（熊本市内）

国道３号は、耐震補強対策の実施により、
地震による損傷は限定的であり、緊急輸送
道路としての機能を速やかに回復。


